
 

 

鳥取県告示第777号 

平成25年度及び平成26年度において県が発注する測量、建設コンサルタント、地質調査及び補償関係コンサル

タントの業務（以下「測量等業務」という。）の契約に係る一般競争入札（地方公共団体の物品等又は特定役務

の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第372号）の適用を受けるものを除く。以下同じ。）又は指名競争

入札に参加する者に必要な資格（以下「入札参加資格」という。）、その審査申請手続等について次のとおり定

めたので、告示する。 

 

  平成24年11月20日 

鳥取県知事 平 井 伸 治 

 

１ 入札参加資格 

入札参加資格は、入札への参加を希望する測量等業務の種別（別表に定めるところによる。以下「希望業種」

という。）ごとに、次に掲げる要件を満たす者に対して付与する。 

(１) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項の規定に該当しない者であること。 

(２) ２の(２)のアからウまでに係る受付（以下「第１期受付」という。）については平成23年４月１日から

入札参加資格の審査の申請をする日（以下「申請日」という。）までの間に、２の(２)のエ及びオに係る受

付（以下「第２期受付」という。）については平成24年４月１日から申請日までの間に、希望業種に係る業

務を完了し、成果品を納入した実績があること。 

(３) ２の(１)のサ又はシに定める納税証明書に未納税額がないこと。 

(４) ２の(１)により提出する書類に虚偽の記載をし、又は重要な事実について記載をしなかった者でないこ

と。 

(５) 鳥取県暴力団排除条例（平成23年鳥取県条例第３号）第２条第３号に規定する暴力団員等（以下「暴力

団員等」という。）又は暴力団員等を役員等（役員、支配人及び経営に事実上参加している者をいい、非常

勤である者を含む。）としている法人若しくは個人でないこと。 

(６) 次に掲げる登録を受けていること。 

ア 希望業種のうち測量業務の入札参加資格を希望する者にあっては、測量法（昭和24年法律第188号）第55

条第１項の規定による測量業者としての登録 

イ 希望業種のうち建築関係建設コンサルタント業務の入札参加資格を希望する者にあっては、建築士法（昭

和25年法律第202号）第23条第１項の規定による建築士事務所の登録 

ウ 希望業種のうち補償関係コンサルタント業務の不動産鑑定の入札参加資格を希望する者にあっては、不

動産の鑑定評価に関する法律（昭和38年法律第152号）第22条第１項の規定による不動産鑑定業者の登録 

２ 申請手続 

(１) 提出書類 

入札参加資格の付与を受けようとする者は、次に掲げる書類を提出すること。 

ア 測量等業務入札参加資格審査申請書（様式第１号） 

イ 総括表（様式第２号） 

ウ 登録営業所一覧表（様式第３号） 

エ 測量等業務実績調書（様式第４号）並びに当該調書に記載した業務に係る契約書の写し及び当該業務が

完了したことを証する書類 

オ 役員等名簿（様式第５号） 

カ 法人にあっては、第１期受付については平成24年10月１日の属する営業年度の直前の営業年度、第２期

受付については平成25年10月１日の属する営業年度の直前の営業年度（以下「直前１年」という。）の貸

借対照表、損益計算書及び利益処分（損失処理）に関する書類、個人にあっては直前１年の貸借対照表及

び損益計算書 

キ 法人にあっては商業登記簿の謄本又は当該法人の登記事項証明書、個人にあっては当該個人の住民票の



 

抄本（申請日前３月以内に発行されたものに限る。） 

ク １の(６)の登録を受けている場合にあっては、その登録の証明書 

ケ 建設コンサルタント登録規程（昭和52年建設省告示第717号）第２条第１項の登録を受けている場合にあ

っては、申請日において最新の建設コンサルタント現況報告書（同規程様式第18号）に確認印を受けた副

本の写し 

コ 入札の参加等の権限の委任状（年間を通じて委任する場合に限る。） 

サ 県内に主たる事務所を有する者及び県外に主たる事務所を有し県内に事務所又は事業所を有する者のう

ち、法人にあっては法人税、消費税及び地方消費税（延滞金及び加算金を含む。シにおいて同じ。）に未

納がないことを証する納税証明書（国税通則法施行規則（昭和37年大蔵省令第28号）別紙第９号書式（以

下「第９号書式」という。）その３の３）並びに鳥取県の県税（延滞金及び加算金を含み、地方消費税を

除く。）に未納がないことを証する納税証明書、個人にあっては所得税、消費税及び地方消費税（延滞金

及び加算金を含む。シにおいて同じ。）に未納がないことを証する納税証明書（第９号書式その３の２）

並びに鳥取県の県税（延滞金及び加算金を含み、個人県民税及び地方消費税を除く。）に未納がないこと

を証する納税証明書（いずれも第１期受付については平成24年４月１日から申請日までの間に交付され、

第２期受付については平成25年４月１日から申請日までの間に交付されたものに限る。）  

シ サに該当しない者のうち、法人にあっては法人税、消費税及び地方消費税に未納がないことを証する納

税証明書（第９号書式その３の３）、個人にあっては所得税、消費税及び地方消費税に未納がないことを

証する納税証明書（第９号書式その３の２）（いずれも第１期受付については平成24年４月１日から申請

日までの間に交付され、第２期受付については平成25年４月１日から申請日までの間に交付されたものに

限る。） 

ス 様式第１号から様式第５号まで及び提出書類一覧表の電子データ（鳥取県ホームページ

（http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=32810）から入手し、作成したエクセルファイルに限

る。なお、ファイル形式はＥxcel2010以前の形式とし、光ディスク（ＣＤ－Ｒ）で提出するものとする。） 

(２) 提出期間 

次に掲げる期間及び時間とする。ただし、知事が特別な理由があると認めるときは、当該期間以外の期間

に提出することができる。また、一般競争入札の参加資格を希望する者にあっては、知事が別に定める期間

においても、提出することができる。 

なお、知事から鳥取県建設工事等入札参加資格者資格停止要綱（平成20年５月１日付第200700191955号県

土整備部長通知）に基づく資格停止の措置等を受けている期間中であっても提出を妨げるものではない。 

ア 平成24年11月21日（水）から同年12月28日（金）までの日（日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法

律（昭和23年法律第178号）に規定する休日（以下「休日」という。）を除く。）の午前９時から午後４時

まで 

イ 平成25年３月１日（金）から同月29日（金）までの日（休日を除く。）の午前９時から午後４時まで 

ウ 平成25年７月１日（月）から同月31日（水）までの日（休日を除く。）の午前９時から午後４時まで 

エ 平成26年１月６日（月）から同月31日（金）までの日（休日を除く。）の午前９時から午後４時まで 

オ 平成26年７月１日（火）から同月31日（木）までの日（休日を除く。）の午前９時から午後４時まで 

(３) 提出方法 

(４)の提出先に持参、郵便又は信書便（民間事業者による信書の送達に関する法律（平成14年法律第99号）

第２条第６項に規定する一般信書便事業者又は同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に

規定する信書便をいう。以下同じ。）により提出すること。 

なお、郵便又は信書便による場合は、書留郵便又はこれに準ずる信書便の役務によることとする。 

(４) 提出先 

鳥取県県土整備部県土総務課入札制度担当（〒680－8570 鳥取市東町一丁目220 電話0857－26－7347） 

(５) その他 

この告示に記載されていない事項については平成25年度及び平成26年度鳥取県測量等業務入札参加資格審



 

査申請手続等説明書によるものとし、当該説明書は、平成24年11月21日（水）から同年12月28日（金）まで

の間に鳥取県ホームページ（http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=32810）から入手するものと

する。 

３ 更生会社又は再生会社の入札参加資格 

平成24年10月１日以後に会社更生法（平成14年法律第154号）による更生手続開始の決定が行われた者又は民

事再生法（平成11年法律第225号）による再生手続開始の決定が行われた者については、当該更生手続開始の日

又は当該再生手続開始の日から入札参加資格を付与するものとする。この場合において、その者に既に入札参

加資格が付与されているときは、入札参加資格の再認定を申し出なければならない。 

４ 審査結果の通知 

入札参加資格の審査結果については、文書により通知する。 

５ 入札参加資格の有効期間 

入札参加資格を付与された日から平成27年３月31日（次に掲げる場合にあっては、それぞれに定める日）ま

でとする。 

(１) 入札参加資格を付与された者が、１に掲げる要件のいずれかに該当しないことになった場合 知事が当

該事実を確認した日の前日 

(２) 平成27年度及び平成28年度の測量等業務の入札参加資格、その審査申請手続等が平成27年２月１日まで

に告示されない場合 当該告示の日から起算して60日を経過した日 

 

別表

希望
業種 地

質

調
測 地 航 建 意 構 建 調 暖 衛 電 機 電 建 建 建 河 港 電 道 鉄 上 下 農 森 水 廃 造 都 地 土 鋼 ト 施 建 機 電 交 環 経 分 宅 電 計 資 施 査 土 土 物 機 営 事 補 総 不 登
量 図 空 築 匠 造 築 査 冷 生 気 械 気 築 築 築 川 湾 力 路 道 水 水 業 林 産 棄 園 市 質 質 構 ン 工 設 械 気 通 境 済 析 地 算 算 料 工 業 地 地 件 械 業 業 償 合 動 記

希 一 の 測 一 積 房 積 積 監 監 監 、 及 土 道 道 土 土 土 物 計 及 造 ネ 計 環 電 量 調 調 ・ 造 関 業 等 管 務 調 評 工 補 損 関 補 産 手
般 調 量 般 算 算 算 理 理 理 砂 び 木 及 木 木 木 画 び 及 ル 画 境 子 調 査 査 解 成 係 務 整 理 査 価 作 償 失 連 償 鑑 続

整

（ （ （

防 空 び 及 基 び 、 査 析 理 物 ・ 定 等
望 建 電 機 及 港 工 び 礎 コ 施 特

築 気 械 び 業 地 ン 工 殊

（ （ （ 海 用 方 ク 設 補
業 岸 水 計 リ 備 償

・ 道 画 ｜ 及
海 ト び

務 洋 積
算

注意事項 １ 「測量業務」は、測量法第55条第１項の規定による測量業者の登録がなければ希望することはできません。

２ 「建築関係建設コンサルタント業務」は、建築士法第23条第１項の規定による建築士事務所の登録がなければ希望することはできません。

３

なお、各発注区分を希望する場合は、下記のいずれかの資格を有することが必要です。

Ⅰ．建築設計及び建築監理（建築）の場合

　（１）一級建築士

Ⅱ．設備設計及び建築監理（電気・機械）の場合

　（１） 設備設計一級建築士

　（２） 建築設備士

　（３） 一級施工管理技士（電気・管）

４ 「補償関係コンサルタント業務」の「不動産鑑定」は、不動産の鑑定評価に関する法律第22条第１項の規定による不動産鑑定業者の登録がなければ希望することはできません。

「建築関係建設コンサルタント業務」においては、建築設計、設備設計及び建築監理の３つの発注業種区分があります。各区分におけるいずれかの業務を希望されれば、当該区分の入札参加資格が受けられます。

測量業務

建築設計 設備設計 建築監理

補償関係コンサルタント業務建築関係建設コンサルタント業務 土　木　関　係　建　設　コ　ン　サ　ル　タ　ン　ト　業　務

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第１号

　鳥取県知事　平井　伸治　様

平成２５年度及び平成２６年度において、鳥取県で行われる測量等業務に係る入札に参加したいので、次のとおり申請します。
なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

年 月 日

→

　

　

※  「有」の場合、様式第３号により登録すること。

電 子 メ ー ル ア ド レ ス

申請者

電子入札コアシステム対応認証局ＩＣカード

保 有 の 有 無

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ リ 番 号

郵 便 番 号

測量等業務入札参加資格審査申請書

－

Ｈ ２ ３ ・ ２ ４ の 業 者 番 号
ある場合は必ず記入（県内業者：Ｃで始まる番号、県外業者：Ｄで始ま
る番号、記入例：Ｃ１２３４５６７８）。ない場合は、空欄

受付番号
※記入不要

住所又は主たる事務所の所在地

代 表 者 職 氏 名

( フ リ ガ ナ )
担 当 者 職 氏 名

営 業 所 登 録 の 有 無

商 号 又 は 名 称

( フ リ ガ ナ )

( フ リ ガ ナ )

役職名 氏名

役職名 氏名

印

 

 

 

 

 

 

様式第２号

＜希望業務の確認＞

希望
業種 地

質

調
測 地 航 建 意 構 建 調 暖 衛 電 機 電 建 建 建 河 港 電 道 鉄 上 下 農 森 水 廃 造 都 地 土 鋼 ト 施 建 機 電 交 環 経 分 宅 電 計 資 施 査 土 土 物 機 営 事 補 総 不 登
量 図 空 築 匠 造 築 査 冷 生 気 械 気 築 築 築 川 湾 力 路 道 水 水 業 林 産 棄 園 市 質 質 構 ン 工 設 械 気 通 境 済 析 地 算 算 料 工 業 地 地 件 械 業 業 償 合 動 記

希 一 の 測 一 積 房 積 積 監 監 監 、 及 土 道 道 土 土 土 物 計 及 造 ネ 計 環 電 量 調 調 ・ 造 関 業 等 管 務 調 評 工 補 損 関 補 産 手
般 調 量 般 算 算 算 理 理 理 砂 び 木 及 木 木 木 画 び 及 ル 画 境 子 調 査 査 解 成 係 務 整 理 査 価 作 償 失 連 償 鑑 続

整

（ （ （

防 空 び 及 基 び 、 査 析 理 物 ・ 定 等
望 建 電 機 及 港 工 び 礎 コ 施 特

築 気 械 び 業 地 ン 工 殊

（ （ （ 海 用 方 ク 設 補
業 岸 水 計 リ 備 償

・ 道 画 ｜ 及
海 ト び

務 洋 積
算

注意事項 １ 「測量業務」は、測量法第55条第１項の規定による測量業者の登録がなければ希望することはできません。

２ 「建築関係建設コンサルタント業務」は、建築士法第23条第１項の規定による建築士事務所の登録がなければ希望することはできません。

３

なお、各発注区分を希望する場合は、下記のいずれかの資格を有することが必要です。

Ⅰ．建築設計及び建築監理（建築）の場合

　（１）一級建築士

Ⅱ．設備設計及び建築監理（電気・機械）の場合

　（１） 設備設計一級建築士

　（２） 建築設備士

　（３） 一級施工管理技士（電気・管）

４ 「補償関係コンサルタント業務」の「不動産鑑定」は、不動産の鑑定評価に関する法律第22条第１項の規定による不動産鑑定業者の登録がなければ希望することはできません。

５ 「希望」の欄には、入札参加を希望する業務に○印を記入すること。

希
望

測量業務

建築設計 設備設計 建築監理

補償関係コンサルタント業務建築関係建設コンサルタント業務

総　　括　　表

土　木　関　係　建　設　コ　ン　サ　ル　タ　ン　ト　業　務

「建築関係建設コンサルタント業務」においては、建築設計、設備設計及び建築監理の３つの発注業種区分があります。各区分におけるいずれかの業務を希望されれば、当該区分の入札参加資格が受けられます。



 

＜営業年数等＞ ＜常勤の職員数（人）＞

年 月 日 か ら
年 月 日 ま で

※  ②は、①の内数とする。

＜測量等業務実績高＞

＜業者登録の状況＞ 年 月 か ら 年 月 か ら
第 号 第 号 年 月 ま で 年 月 ま で

年 月 日 年 月 日 （千円） （千円）
第 号 第 号

年 月 日 年 月 日
第 号 第 号

年 月 日 年 月 日
第 号 第 号

年 月 日 年 月 日
第 号

年 月 日

＜有資格者（人）＞

記載要領

創 業 月

休 業 又 は 転 ( 廃 ) 業 の 期 間

合　　計

機械部門森林部門

（延人員）技　士

　　その他

　　合　計

一級土木施工二級管工事

入札参加資格

技　　術　　士
電気電子部門

年 月

　　地質調査業務

技術職員 事務職員年

千円

年

環境計量士

情報工学部門

施工管理技士 管理技士 管理技士

農業部門

土 地 家 屋 調 査 士 　　測量業務

　　建築関係建設コンサルタ
     ン ト業務

日

公共用地
経 験 者

水産部門
不動産 不 動 産 土地家屋

技 術 者

司法書士
調 査 士鑑定士 鑑定士補

地質調査 主任技術者

技術士 第一種電送交 線路主任第一種電気

一級建築士 二級建築士 建築設備士
建築積算
資 格 者

一級管工事

補 償 コ ン サ ル タ ン ト 不 動 産 鑑 定 業 者

上下水道部門

測量士補
施工管理技士

　　補償関係コンサルタント
     業務

施工管理技士 施工管理技士

二級土木施工一級電気工事 二級電気工事
測量士

　　土木関係建設コンサルタ
     ント業務

司 法 書 士

現 組 織 へ の 変 更

建 築 士 事 務 所

計①

直　前　１　年　分　決　算

役職員等②

希望業種区分

　有資格者欄の記入に当たっては、技術士の建設部門については「土質及び基礎」以外の選択科目、地質調査については建設部門のうち「土質及び基礎」又は応用理学部門のうち「地質」の選択科
目を選択した者を計上すること。

ＲＣＣＭ
換主任技術者 （実人員）

純　　計
管 理 士
補償業務地質調査

衛生工学部門建設部門

建 設 コ ン サ ル タ ン ト

測 量

日

資 本 金

営 業 年 数

計 量 証 明 事 業 者地 質 調 査

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第３号

契約権限

契約権限

記載要領
    １    契約権限の有無を記入し、委任状等を添付すること。「無」の場合は、原則登録しないこと。
    ２    「委任先」の欄には、申請する業種ごとに委任先として指定する主たる事務所又は営業所について記入することとし、主たる事務所を希望する場合は「1」、営業所（その１）を希望する

場合は「2」、営業所（その２）を希望する場合は「3」を記入すること。なお、複数記入は認めない。

　　営業所（その２）

　　営業所（その１）

所 在 地

電 話 番 号

郵 便 番 号

所 在 地

フ ァ ク シ ミ リ 番 号

補償関係

（ フ リ ガ ナ ）
代 表 者 職 氏 名

（ フ リ ガ ナ ）
名 称

電 子 入 札 コ ア シ ス テ ム 対 応 認 証 局

Ｉ Ｃ カ ー ド 保 有 の 有 無

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ リ 番 号

電 子 メ ー ル ア ド レ ス

－

地質調査測　量
ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

電 子 入 札 コ ア シ ス テ ム 対 応 認 証 局
Ｉ Ｃ カ ー ド 保 有 の 有 無

ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

土木関係建設建築関係建設

郵 便 番 号

登録営業所一覧表

委任先

－

（ フ リ ガ ナ ）
名 称

電 子 メ ー ル ア ド レ ス

（ フ リ ガ ナ ）
代 表 者 職 氏 名

役職名

印
氏名

役職名 氏名

印

役職名 氏名役職名 氏名



 

様式第４号

（希望業種区分）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

千円 年 月

(うち 千円) 年 月

千円 年 月

(うち 千円) 年 月

千円 年 月

(うち 千円) 年 月

（希望業種区分）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

千円 年 月

(うち 千円) 年 月

千円 年 月

(うち 千円) 年 月

千円 年 月

(うち 千円) 年 月

（希望業種区分）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

千円 年 月

(うち 千円) 年 月

千円 年 月

(うち 千円) 年 月

千円 年 月

(うち 千円) 年 月

記載要領
    １    入札参加を希望する業種の別に作成することとし、４業種以上登録する場合は、２枚に分けて記載すること。
    ２

    ３ 　 下請については、「注文者」の欄には元請業者名を記載し、「件名」の欄には下請件名を記載すること。
    ４ 　 「測量等対象の規模等」の欄には、例えば、測量の面積・精度等又は設計の階数・構造・延べ面積等を記載すること。
    ５

　 第１期受付については平成23年４月１日から申請日までの間に、第２期受付については平成24年４月１日から申請日までの間に完了し、成果品を納入した業務について、代表的なもの（３件を限度とする。）
を記載すること。

業務履行場所のある

都道府県名 請負代金の額注文者
元請又は

下請の区別
件　　名 測量等対象の規模等

測量等業務実績調書

着手年月

完成年月

(総ページ数) (当該頁)

中の

注文者
元請又は

下請の区別
件　　名 測量等対象の規模等

着手年月

完成年月

業務履行場所のある

都道府県名 請負代金の額

請負代金の額
着手年月

完成年月

業務履行場所のある

都道府県名

   複数業種にまたがる契約の場合は、「請負代金の額」の欄の上段に契約の全体額を、下段に該当業務に係る金額を記入すること。この場合、当該契約に該当業務が含まれていることが確認できる書類（仕
様書等）を添付すること。

注文者
元請又は

下請の区別
件　　名 測量等対象の規模等

役職名 氏名役職名 氏名
 

 

 

 

 

 
様式第５号

備考
１　役員等（役員、支配人（支店又は営業所を代表する者をいう。）及び経営に事実上参加している者をいい、非常勤である者を含む。）の氏名、生年月日、性別及び住所を記載してください。
２　提出に当たっては、氏名、生年月日、性別及び住所の個人情報が３の目的のために使用されることについて、必ず当該名簿に記載されている者全員の同意を取ってください。
３　この名簿は、役員等が暴力団員であるか否かの確認のために使用し、それ以外の目的のために使用されることはありません。

平成　　　年　　　月　　　日

役員等が暴力団員であるか否かを確認するため、鳥取県警察本部に対して、この名簿による照会が行われることに同意します。

また、本書記載の内容は事実と相違ありません。

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

事 業 主 ・ 役 職 名 等
ふ　　り　　が　　な

氏　　　　　　　　　　　名
生　　年　　月　　日 性 別 住　　　　　　　　　　　　所

(当該頁)

中の

(総ページ数)

商　号　又　は　名　称

所　　　在　　　地

役　員　等　名　簿

 


